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① 都市の変遷と都市を取り巻く現状 「将来推計人口」 
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資料）国勢調査及び熊本市人口ビジョン(趨勢のまま推移した場合の将来人口) 
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働く世代の減少 

高齢者の増加 

○高度経済成長期を通じてこれまで着実に人口が増加 
○しかし今後、65歳以上の高齢者人口が大幅に増加（約5万人増加 ：H27→H62） 
○経済活動を支える15～64歳人口が大きく減少（約11万人減少：H27→H62） 
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■総人口は減少する一方で、高齢者人口は大幅に増加し介護・医療費が大幅に増加することが見込まれる。 
■人口減少により、医療・商業等の日常生活サービス機能の利用者が減少することで、都市機能が衰退し、
暮らしにくくなることが懸念。 -3- 



① 都市の変遷と都市を取り巻く現状  「市街地の拡大」 

■今後さらに市街地が拡大すると新たな公共投資が見込まれるとともに、 
 維持管理費の増大も懸念される。 

○自家用車利用の普及に支えられ市街地が拡大 
○豊かな自然があり比較的地価が安価な農村部まで拡大 

S51 H21 

市街地が約2.4倍に拡大 

約35年 

建物用地 建物用地 
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① 都市の変遷と都市を取り巻く現状 「公共交通の現状」 
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○利用者数の減少は、サービス低下(路線数、運行本数)⇒更なる利用者低迷の悪循環が発生 
○自動車を自由に利用できない高齢者等にとって、移動しにくく暮らしにくいまちになるこ
とが懸念。 

① 都市の変遷と都市を取り巻く現状 「公共交通利用者減少」 
○公共交通機関の利用者数は大幅に減少（路線バスは35年間で７割減少） 
○利用者数の減少は、サービス低下⇒更なる利用者低迷の悪循環が発生 
○高齢者をはじめとする交通弱者の移動の自由の更なる低下が懸念 

路線バスは35年間で7割減少 

▲熊本市の公共交通利用者数の推移 
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 ② 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想） 

 【H21.3】 

② 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想） 【Ｈ21.3】 
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② 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の概要 
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◆目的 

   今後の熊本市の都市計画の長期的な方向性をわかりやすく示すこと
で、市民等と行政が将来に向けた都市のビジョンを共有し、それぞれの
役割を認識して実効性のある施策や取り組みを積み重ね、市民や来訪
者の豊かな生活や活発な経済・社会活動を実現することが目的 

◆役割 

① 熊本市の豊かな市民生活や活発な経済・社会活動を支えるための、 

  都市計画分野の長期的な方向性を体系的に明らかにする。 

② 今後、熊本市が定める個別の都市計画の基本的な方針となる。 

◆効果 

① 市民の生活設計や事業者の事業設計の長期的な指針としての活用 

② 都市づくりに関連するさまざまな施策の総合的かつ計画的な実施 

③ 広域的な都市計画を始めとする国や県の施策にその趣旨を反映 

全体構想の目的、役割、効果 



② 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）「多核連携都市」 

将来像 

『豊かな水と緑、多様な 
都市サービスが支える 
活力ある多核連携都市』 

（平成21年3月策定） 

【目標年次】 
 平成37(2025)年 

中心市街地と15箇所の 
地域拠点を、利便性の高い 
公共交通等で結んだ都市構造 

-9- 
都市マス（全体構想）の内容については、市の総合計画にも掲載 



NO 地域拠点 

1 植木地区 

2 北部地区 

3 楠・武蔵ヶ丘地区 

4 八景水谷・清水亀井地区 

5 子飼地区 

6 長嶺地区 

7 水前寺・九品寺地区 

8 健軍地区 

9 平成・南熊本地区 

10 刈草地区 

11 富合地区 

12 城南地区 

13 川尻地区 

14 城山地区 

15 上熊本地区 

中心市街地や地域拠点などから諸機能が段階的に立地する 
                       秩序ある市街地の構成を目指す 

② 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想） 「全体構成」 
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③ 熊本地震 

③ 熊本地震 
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●震度７の地震が立て続けに２回発生（観測史上初） 
●一連の地震で震度６弱以上の地震が７回発生（観測史上初） 
●余震の発生回数(累計)は、４,000回を超えた（10/11気象庁通知より） 

熊本地震 4/14～4/30  3,024回 
[参考]発災から15日間での余震の回数 
  ・阪神・淡路大震災    230回 
  ・新潟県中越地震     680回 

12 

地震回数の特徴  

出典：気象庁 

4/16（本震） 1,223回 

③ 熊本地震 

熊本地震の概要 
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避難者数 

避難所数 
最大避難者数 ⇒ 110,750人（4/17） 

本震発生（4/16  1：25） 

最大避難所数 ⇒ 267箇所（4/21） 

13 

全避難所閉鎖 （9/15） 

③ 熊本地震 

避難者・避難所数の推移 
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中央区内坪井町 事務所 
 ◆建物倒壊 

東区健軍 スーパーマーケット 
 ◆建物倒壊 

③ 熊本地震 

被害状況 

●人的被害（平成29年3月31日現在） 

   死者 ：    69人（直接死6人 関連死63人）      
  重傷者 ：  728人 
     

●住家被害（り災証明書交付件数）（平成29年3月31日現在） 

  全  壊 ：   5,717件 
  大規模半壊：   8,895件  
  半  壊 ： 37,703件 
  一部損壊 ： 73,128件 
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③ 熊本地震 

被害状況（インフラ） 
○インフラや公共施設、公共交通機関等に被害が生じ、市民の生活に大きな支障 
 をきたした。 

道路の被害 

橋梁の被害 

河川の被害 

上水道の被害 
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③ 熊本地震 

被害状況（都市機能） 
○商業・医療等の都市機能が被害を受け、発災直後の食糧・医療等の確保が困難 
 であった。 

被災した商業施設 体育館の天井板落下 

被災した医療施設 被災した商業施設 
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③ 熊本地震 

被害状況（建築物・宅地） 
○多くの住家被害や液状化・擁壁崩壊などの宅地被害が生じた。 

擁壁崩壊 

家屋の倒壊 

一階の駐車場部分がつぶれたマンション 

液状化による建物の不同沈下 
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③ 熊本地震 

被害状況（避難所） 
○広域避難場所や指定避難所だけでは、11万人にも上る避難者に対応できずスペー 
 スが足りなかった。 

プールの水をトイレ排水用として活用 車中泊の状況 

熊本市役所ロビー 避難所の状況 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の 

見直し内容 

④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
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④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
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見直しの体系図 
現行 改定

第１章　都市の現況と課題 第１章　都市の現況と課題
　１　熊本市の概要 　１　熊本市の概要
　２　熊本市の現況、都市形成の経緯と課題 　２　熊本市の現況、都市形成の経緯と課題
　　（１）九州の中心的役割を担う行政、教育機関の立地 　　（１）九州の中心的役割を担う行政、教育機関の立地
　　（２）東アジアなどとの交流の活発化 　　（２）東アジアなどとの交流の活発化
　　（３）平成の大合併による都市の再構築 　　（３）平成の大合併による都市の再構築
　　（４）九州新幹線などの広域交通網の形成 　　（４）九州新幹線などの広域交通網の形成
　　（５）地下水位の低下 　　（５）地下水位の低下
　　（６）車利用の増加と公共交通利用者の減少 　　（６）車利用の増加と公共交通利用者の減少
　　（７）地球環境問題への対応 　　（７）地球環境問題への対応
　　（８）人口減少、少子・高齢社会の到来 　　（８）人口減少、少子・高齢社会の到来
　　（９）市街地の拡大、都市機能の郊外化と中心市街地の疲弊 　　（９）市街地の拡大、都市機能の郊外化と中心市街地の疲弊
　　（１０）農水産業振興の必要性 　　（１０）農水産業振興の必要性
　　（１１）経済活性化の必要性 　　（１１）経済活性化の必要性
　　（１２）市民協働のまちづくり 　　（１２）市民協働のまちづくり

　　（１３）防災減災のまちづくり
第２章　都市づくりの基本理念と目標 第２章　都市づくりの基本理念と目標
第３章　都市構造の将来像 第３章　都市づくりの将来像
第４章　分野別の基本的な方針 第４章　分野別の基本的な方針
　１　土地利用の方針 　１　土地利用の方針
　２　都市交通体系の整備方針 　２　都市交通体系の整備方針
　３　市街地整備の方針 　３　市街地整備の方針
　４　住宅整備の方針 　４　住宅整備の方針
　５　自然環境保全及び公園緑地等公共空地整備の方針 　５　自然環境保全及び公園緑地等公共空地整備の方針
　６　その他都市施設の整備方針 　６　その他都市施設の整備方針
　７　都市景観形成の方針 　７　都市景観形成の方針
　８　都市防災の方針 　８　都市防災の方針
　　〇基本方針 　　〇基本方針
　　　（１） 都市の防災構造化に努めます。 　　　（１）災害に強い都市基盤の形成に努めます。
　　　（２）災害を拡大させないための施設整備に努めます。 　　　（２）災害時でも機能する拠点整備に努めます。
　　　（３）自助・共助の精神のもと、市民主体の地域防災力の向上を図ります。 　　　（３）市民・地域・行政の災害対応力の強化を図ります。
　　　（４）災害発生時に的確な対応ができる危機管理体制を整備します。
　　〇施策の体系 　　〇施策の体系

①自然災害に関する

現況と課題を記載

②復興計画等を踏まえ、

既存施策を再整理し、

新たな施策を追記

見直しの方針 

○熊本地震等の課題を踏まえ、災害にも強い多核連携都市の実現に向けて、 
 より防災・減災を意識した見直しを行う。 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
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「（13）防災減災のまちづくり」見直し案 

○都市の現況と課題について、各種自然災害に対する記載がないため記載を行う。 
○熊本地震等を踏まえ、都市の現況と課題に(13)防災減災のまちづくりを追加。 

被害等の状況 課題
指定外避難所、車中泊による避難
液状化・擁壁崩壊などの宅地被害
上下水道などのライフラインに被害
医療・商業などの都市機能に被害
庁舎や学校等の公共施設に被害
幹線道路に交通渋滞の発生

人、支援物資の輸送、緊急車両等の通
行などの復旧活動に大きな影響

道路・橋梁・河川・公園・市営住宅
などの公共土木施設等に被害
住家被害
公共交通機関に被害
河川の氾濫
床上・床下浸水

避難所の不足、耐震強度の不足
危険地域への居住

災害リスクの認識不足
建築物の倒壊による通行止め・車線減少

ネットワークの未構築
河川の未改修

排水・貯留施設の未整備　等



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
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「８ 都市防災の方針」見直し案 

○震災復興計画等を踏まえ、既存施策を再整理し、新たな施策の追記を行う。 
○災害にも強い多核連携都市を主眼に、更には分かりやすさを考慮し、都市防災の 
 方針を以下の3つの柱で再整理を行う。 

（１）都市の防災構造化 

（２）災害を拡大させないための 

    施設整備 

（３）自助・共助の精神のもと、 

    市民全体の地域防災力の 

    向上を図ります。 

（４）災害発生時に的確な対応 

    ができる危機管理体制を整 

    備します。 

（１）災害に強い都市基盤の形成 

（２）災害時でも機能する拠点整備 

（３）市民・地域・行政の災害 

    対応力の強化 

現行 改訂 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
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（1）災害に強い都市基盤の形成 「８ 都市防災の方針」見直し案 

○【都市施設の防災・減災対策】【建築物・宅地の防災・減災対策】 
 【災害リスクの提供と活用】について、具体的な施策の体系を記載。 

災害時の道路ネットワークを確保するため、幹線道路等の早期整備や橋梁の耐震化を推進する。
災害時に緊急車両等の通行に重要な役割を果たす、幹線道路等の耐震化を推進する。
災害時における水道水の安定供給等を確保のため、上下水道施設等の耐震化や計画的な更新を促進する。
バス路線網の再編や、市電延伸の検討等を進める事により、公共交通の災害対応力の向上や移動手段の多
重化を図る。

建築物の耐震化並びに窓ガラスの飛散対策や、天井等の落下防止対策を促進する。
災害に強い自立・分散型のエネルギーシステムの構築を推進する。
個人住宅の耐震診断及び耐震改修を促進するとともに、耐震診断士等の育成に努める。
緊急輸送道路沿道等の建築物について耐震化を促進する。また、利便性の高い公共交通軸沿線の民間建築
物についても、耐震化促進の検討を行う。
液状化等の宅地被害については、国や市の補助・支援制度を活用し早期の復旧に努める。
土砂災害特別警戒区域等内の危険住宅に対する移転や必要な対策、支援などを推進する。

各種ハザードマップを見直すとともに、災害リスクを踏まえた居住地の選択が可能となるよう、積極的に市民へ
周知を図る。

（１）災害に強い都市基盤の形成
【都市施設の防災・減災対策】

【建築物・宅地の防災・減災対策】

【災害リスクの提供と活用】



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
都市施設の防災・減災対策 

２環状１１放射道路網 主要骨格幹線道路 

熊本西環状道路（花園工区） 開通 熊本西環状道路（池上工区）  
～池上IC付近完成イメージ～ 

 西環状道路（池上工区）、北熊本
SIC整備推進に向けた予算の確保 
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 国直轄主要骨格幹線道路の早
期整備等に向け要望強化 

 橋梁耐震化による道路の強化 

 

○ 災害時の道路ネットワークを確保するため、幹線道路等の早期整備や橋梁の耐震化を推進 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
建築物・宅地の防災・減災対策 
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5,847件 10,514件 14,126件 

計30,487件 

 耐震診断から耐震改修までの費用の一部を補助 

建築物応急危険度判定 

住宅の耐震性能
を評価し、耐震改
修工事の必要性
を判断します。 
【補助制度】 
費用の一部を補
助 

【耐震診断】 

補強方法や補強
箇所等を検討し、
耐震改修工事の
ための実施案と設
計図を作成しま
す。 
【補助制度】 
費用の一部を補
助 

【補強計画・設計】 

補強計画・設計で作
成した設計図を基
に耐震改修工事を
行います。 
【補助制度】 
費用の一部を補助 

【耐震改修工事】 

 耐震診断士の育成 

➣耐震診断士の育成が必要 
➣各種補助制度を活用し、個人住宅の耐 
  震診断及び耐震改修を促進 

※熊本市の職員だけでは、対応が困難だった 

相当数の建築物が被災し、危険度判定を行う職員の
数が不足した。 
  実施期間：４月１５日～６月４日（５１日間） 
  判定士の人数：延べ３,１８２人 
   ※他都市職員や民間の判定士で約９割程度対応 

復興基金を活用した、住宅の耐震化支援 

○ 個人住宅の耐震診断及び耐震改修を促進するとともに、耐震診断士等の育成に努める。 

多くの家屋被害（倒壊等）が発生 

住宅の耐震化が必要 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
災害リスクの提供と活用 
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地震、津波、液状化、土砂災害、洪水等
の各種ハザードマップを 
わかりやすく市民に提供 

➣市民が災害リスクを踏まえた居住地 
   の選択を可能にする 
➣避難場所や避難経路の確認など、災 
   害への備えに活用 

土地は、あらゆる潜在的な 
災害リスクを抱えている 

液状化ハザードマップ 

熊本市ハザードマップ 

※各種ハザードマップについては、 
   熊本市ホームページで掲載 

○ 各種ハザードマップを分かりやすく見直し、災害リスクを踏まえた居住地の選択が可能と 
  なるよう、積極的に市民へ周知を図る。 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
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（2）災害時でも機能する拠点整備 「８ 都市防災の方針」見直し案 

○【中心市街地】【地域拠点】【災害対応に必要な拠点】の各拠点が災害時に果たすべき役 
   割や今後の取り組みを整理。 

多核連携都市構造のイメージ 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
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➣施設被害を最小限に留め、機能の早期 
  回復を図る。 

医療・商業施設等の多くが被災 

地震直後の医療・食料等 
の確保・提供が困難 

○ 災害時でも、市民の生活利便性を確保する拠点として機能するよう、医療・商業施設等の 
  耐震性の向上を図ります。 

中心市街地・地域拠点 

耐震性の向上 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 

【地震時】 

中心市街地イメージ 
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○ 桜町・花畑地区や熊本駅周辺地区は災害時でも広域交通拠点としての機能を維持するとと 
  もに、避難場所や食糧等の備蓄の確保を行う。さらに災害時活動の拠点として機能するよ 
  う、官民連携しエリア全体で防災・減災機能の強化に取り組む。 



④ 第2次熊本市都市マスタープラン（全体構想）の見直し 
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（3）市民・地域・行政の災害対応力の強化 「８ 都市防災の方針」見直し案 

○市民・地域・行政が担うべき役割等を整理し、「自助・共助・公助」に関する効果的な 
 取組みを記載。 

防災等に関する市民への啓発活動や防災訓練への参加呼びかけ、ハザードマップ活用による避難経路等の
確認を促す。
発災後の３日間程度を自らでしのげる食料・水等の備蓄などの呼びかけのほか、電気等のエネルギーの自給
を促進する。

地域版ハザードマップや地区防災計画の策定や自主防災クラブ等の活動を支援し、災害対応力強化に必要
な支援を行う。
企業等においても食料等の備蓄を促進し、災害時に企業等の施設を市民が利用できるような仕組みづくりを
協働で進める。

備蓄計画を見直し、各避難所等に必要な食料や保存飲料水、資材等の備蓄を進める。
災害時活動の拠点となる、施設やオープンスペース等の確保を図るとともに、適正・適切な配置や受援体制
の強化を図る。
民間企業等と災害時における応急活動や食糧・物資等の提供に関する協定締結を促進し、連携を強化する。
周辺環境を総合的に配慮し応急仮設住宅建設予定地の確保を行う。また、市民のニーズに配慮した施設整
備に努める。
多言語対応の防災メールの配信や防災に関するパンフレットの作成、配布を行うなど防災知識の普及に努め
る。

（３）市民・地域・行政の災害対応力の強化
【市民の災害対応力の強化】

【地域の災害対応力の強化】

【行政の災害対応力の強化】
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市民の災害対応力の強化 

 
４月１４日 
 ・熊本地震（前震）の発生 
 
 
４月１６日 
 ・熊本地震（本震）の発生 
 
 
４月１７日  
 ・政府からプッシュ型支援物資が届く 
   （※その後各避難所等に配送） 
 

➣わが家の防災マニュアル等を活用し、 
  自然災害等に対する知識と備えにつ 
  いて、周知・啓発を行う。 
 

支援物資が届くまで 
３日間程度必要 

○ 発災後の３日間程度を自らでしのげる食料・水等の備蓄の促進。 
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地域の災害対応力の強化 

H25年度より「地域版ハザードマップ」作成を推進 
作成済の町内自治会数 

 ⇒２２７／９１４（H28.10.17現在) 

地域版ハザードマップ  避難訓練・防災訓練 

自主防災クラブ設立 
 

 ⇒７１９団体／９１４町内（H28.9.30現在) 

 自主防災クラブの活動を支援 

➣自主防災クラブの結成及び育成・指導 
➣防災資機材の助成 
➣出前講座 
➣リーダー研修               等 

 地域版ハザードマップの策定支援 

➣勉強会等への市職員派遣 
➣基礎図（白図）となる白図の提供 
➣グループ討議に必要な資機材の提供 
➣マップの印刷支援            等 

○ 地域版ハザードマップの策定や自主防災クラブ等の活動を支援 
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行政の災害対応力の強化 

 応急仮設住宅建設予定地の確保  備蓄計画の見直し 

➣熊本地震での課題を踏まえ、 
   ・想定避難者数の見直し 
   ・備蓄の有り方       等 
  を総合的に検討し見直しを行う。 

➣周辺の医療機関、学校、商店及び交通機関な 
  どの場所を総合的に配慮し、民有地も含めた応 
  急仮設住宅建設予定地の確保を行う。 

※大地震の再々発生等に備え、暫定的に備蓄するもの。 

地震発生前 

応急仮設住宅の建設予定地の設定や確保を
行っていなかった。 

応急仮設（プレハブ）住宅の建設 
  ・仮設住宅設置箇所：９箇所（５４１戸） 
  ・着工～完成時期 
    （最短）５月１４日～６月１９日 
    （最長）８月２５日～９月２９日 

○ 備蓄計画を見直し、各避難所等に必要な食料や保存飲料水、資材等の備蓄を進める。 
○ 周辺環境を総合的に配慮し応急仮設住宅建設予定地の確保を行う。 

計画名 策定日
避難者数の

想定
備蓄物資量

想定

熊本地震を踏まえた
防災行動計画

平成28年7月 20万人 80万食

地震発生後 

計画名 策定日
避難者数の

想定
備蓄物資量

想定
備蓄計画 平成24年8月 3.65万人 21.9万食

最大避難者数約11万人 
水・食糧等の備蓄がすぐに枯渇 

用地確保の難航等により、建設着工及び、 
避難者に対して住宅の供給が遅れた。 



⑤ 立地適正化計画 

【H28.3】 

⑤ 立地適正化計画 
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○人口減少、超高齢社会に適応可能な都市づくりを進めるため策定するもの。 

⑤ 立地適正化計画 「計画の概要」 
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現在 

将来（人口減少・超高齢社会） 

人口減少により、利用者が減少し日常
生活に必要な機能が失われてしまう
恐れがある。 

人口減少・超高齢社会においても、地域生活
圏全体の生活利便性が維持できる。 

現状のまま推移 

地域拠点に 
 日常生活に必要な機能を 
 維持・確保 
利便性の高い公共交通軸沿線に 
 人口密度を維持 

策定の背景 



○熊本市の現在の暮らしやすさを、人口減少・超高齢社会においても維持する。 
 ・地域拠点で商業・医療等の日常生活サービス機能を維持・確保する。 
 ・地域拠点及び利便性の高い公共交通軸の沿線の人口密度を維持する。 

⑤ 立地適正化計画 「計画の概要」 
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●アンケート結果 （N=2,068） 

74.7%

47.2%

5.2%

22.1%

18.8%

16.1%

0.8%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ 日常生活サービス施設

（スーパーや病院など）が充

実している地域

Ｂ 公共交通の利便性が高

い地域

Ｃ 地域コミュニティ活動が

活発な地域

Ｄ 災害時等の対応が明確

で安心して暮らせる地域

Ｅ 緑や水辺に囲まれた自

然環境豊かな地域

Ｆ 道路や公園などの都市

基盤が充実した地域

Ｇ その他

問．あなたは、どのような地域に住みたいですか 

75.8%

92.3% 91.4% 90.7% 89.6%

81.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

商業施設 医療施設 金融施設 高齢者福祉施設 子育て支援施設 公共交通

全市計

各種施設の人口カバー率 

※商業施設：生鮮食品を取り扱う1,000㎡以上の店舗を対象に施設から半径800m圏域の人口を算出 
  医療施設：病院・診療所等を対象に施設から半径800m圏域の人口を算出 
  金融施設：銀行・信用金庫・郵便局(ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱを含む)を対象に半径800m圏域の人口を算出 
  高齢者福祉施設：通所介護事業所・小規模多機能介護事業所を対象に半径800m圏域の高齢者(65 
             歳以上)人口で算出 
  子育て支援施設：保育所・幼稚園を対象に半径800m圏域の未就学の乳幼児(0～5歳)人口で算出 
  公共交通：駅・電停半径500m、全てのバス停半径300m圏域の人口を算出 

商業施設    医療施設   金融施設 高齢者福祉施設 子育て支援施設 公共交通 

目的 



               

計画に定める事項（抜粋） 

⑥ 立地適正化計画 「計画の概要」 
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居住誘導区域 都市機能誘導区域 
  ※誘導施設（都市機能誘導区域に維持・確保すべき施設） 

人口減少下においても、日常生活サービス機能や
公共交通を持続的に維持できる 

 人口減少下においても、商業・医療等の日常生活サー
ビス機能や公共交通が持続的に維持されるよう、一定の
エリアに人口密度を維持する区域。 
 
※居住誘導区域だけにしか住んではならないものではあ 
 りません。 
 
 

 都市の拠点で、商業・医療等の日常生活サービス機
能を維持・確保することにより、必要なサービスを受ける
ことができる区域。 
 
※都市機能誘導区域だけに日常生活機能を集めるもの 
 ではありません。 
 

（区域の設定） 
 ・都市機能誘導区域 
 ・利便性の高い公共交通軸沿線 

（区域の設定） 
 ・中心市街地 
 ・概ね半径８００ｍ圏の地域拠点 
       ※市街化調整区域、農用地区域、工業専用区域、災害リスクが高い地域等を除いて設定 

人口減少下においても、住民の暮らし
を守る最後の砦となる 

市民の暮らしやすさを維持 



面積 人口

都市機能誘導区域 192,974人

〔人口密度〕 61.3人/ha

10,795ha 644,441人

29.2% 29.9%

市域面積と人口 39,032ha 734,474人

(割合) 8.1% 26.3%

3,146ha

市街化区域面積と人口
(割合)

 
 都市機能誘導区域（中心市街地） 

 都市機能誘導区域（地域拠点） 

 

植木地区 

北部地区 

八景水谷・清水亀井地区 

楠・武蔵丘地区 

子飼地区 

上熊本地区 

城山地区 

刈草地区 

川尻地区 

長嶺地区 

健軍地区 

水前寺・九品寺地区 

城南地区 

富合地区 

平成・南熊本地区 

※都市機能誘導区域外で誘導施設を
有する建築物の建築行為又は開発
行為を行おうとする場合には、市
への届出が必要になります。 

⑤ 立地適正化計画 「都市機能誘導区域」 
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○全ての都市機能誘導区域内に各機能1施設は維持・確保 
○都市機能誘導区域には存在しないが、徒歩・自転車で移動可能な範囲の800m圏 
 内に有する施設は補完施設 

⑤ 立地適正化計画 「誘導施設」 
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医療機能 

内科、外科・整形外科、小児科、歯
科を診療科目とする、病院、診療所 

商業機能 

生鮮食料を取り扱う、店舗面積1,000㎡以上

の商業施設（共同店舗・複合施設等含む） 

金融機能 

入金可能な
銀行等 

誘導施設 

内科 外科整形外科 小児科 歯科

植木地区 ● ● ● ● ● ●

北部地区 ◆ ● ● ● ● ●

楠・武蔵ヶ丘地区 ● ● ● ● ● ●

八景水谷・清水亀井地区 ● ● ● ● ● ●

子飼地区 ● ● ● ● ● ●

長嶺地区 ● ● ● ● ● ●

水前寺・九品寺地区 ● ● ● ● ● ●

健軍地区 ● ● ● ● ● ●

平成・南熊本地区 ● ● ● ● ● ●

刈草地区 ● ● ● ◆ ● ●

富合地区 ◆ ● ● ○ ◆ ○

城南地区 ● ● ● ● ● ●

川尻地区 ● ● ● ● ● ●

城山地区 ● ● ● ○ ○ ●

上熊本地区 ● ● ● ● ● ●

中心市街地 ● ● ● ● ● ●

都市機能誘導区域名
商業
機能

金融
機能

医療機能



 
 居住誘導区域 

 

面積 人口

居住誘導区域 358,767人

〔人口密度〕 60.8人/ha

10,795ha 644,441人

54.7% 55.7%

市域面積と人口 39,032ha 734,474人

(割合) 15.1% 48.8%

5,904ha

市街化区域面積と人口
(割合)

※居住誘導区域外で一定規模以上の
住宅の建築行為又は開発行為を行
おうとする場合には、市への届出
が必要になります。 

⑤ 立地適正化計画 「居住誘導区域」 
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⑤ 立地適正化計画 「具体的な施策」 

●都市機能誘導区域における都市機能の維持・確保 
 （例）中心市街地活性化、公有地の活用検討 
    福祉施設の補助採択基準の見直し など 

○基本的な考え方 
本市の人口は、今後数年間は人口70万人規模が維持され、急激な人口減少が生じる
ものではない。しかし、長期的には大きく人口減少・高齢化が進展することが予測
されており、暮らしやすい都市を維持するため、様々な施策を展開する。 

●居住誘導区域における人口密度の維持 
 （例）良好な居住環境のための基盤整備、空き家等低未利用地の 
    活用 など 

●公共交通ネットワークの充実 
 （例）基幹公共交通軸の強化、バス路線網の再編、コミュニティ 
    交通の導入 など ※熊本地域公共交通網形成計画等と連携 

●地域コミュニティの維持活性化 
 （例）自然環境や農業・漁業生産環境の保全、地域コミュニティ 
    の維持活性化 など ※まちづくり支援制度の強化等と連携 
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⑤ 立地適正化計画 「目標値・評価方法」 

○熊本市立地適正化計画の進捗管理のための目標値 

○総合計画の見直し・更新に 
 あわせて評価等を実施 
○「熊本市多核連携都市推進 
 協議会」にて、社会上に 
 応じた施策を検討しつつ、 
 新たな施策の盛り込みや 
 既存施策の更新を実施 

  

  単位   

基準値   目標値   

H27   H31   
H35   

（ H 37 ）   

①   都市機能 に 関する 目標値   
都市機能誘導区域内に維持・確保すべ 

き誘導施設が充足している区域の数   
区域   13 区域   -   16 区域   

②   居住 に 関する 目標 値   
居住誘導区域内の人口密度   

（国勢調査ベース）   
人 /ha   

(H2 2 国調 )   

60.8 人 /ha   

(H22 国調 )   

60.8 人 /ha   

(H 3 2 国調 )   

60.8 人 /ha   

③   公共 交通 に 関する 目標 値   
公共交通機関の年間利用者数   

（総合計画、熊本地域公共交通網形成計画より ）   
千人   

( Ｈ 26 実績 )   

55,436   

  

55,302   

54,933   

(54,708)   
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